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今回の彙報は平成 16 年度に統計局において進められた時系列データの季節調整法に関する研究

の成果をまとめたものである。 
統計局には完全失業率や消費者物価指数など毎月公表している指標がいくつかあり、これらの毎

月の結果を前月と比較して傾向をとらえるには、１年周期で発生する季節的要因を取り除く調整が

必要になる。季節調整の結果は最新の数値が加わることによって変化するが、完全失業率や消費者

物価指数などの指標は社会経済に大きな影響を及ぼすことから、最新の数値を追加していっても季

節調整の結果の変化ができるだけ少なくなるように、安定性を確保することが極めて重要な課題と

なる。 
現在、統計局では季節調整法として米国センサス局法Ⅱ－X11を採用しているが、近年様々な季
節調整法が開発され、安定性と最適性を中心とする観点から実証分析が蓄積されている。統計局に

おいても、これまでに ARIMAモデルを用いた手法などと採用手法を比較するなど、幾度か実証分
析を行い、当研究彙報においてもその成果を紹介してきたところである。 
本号で紹介する成果は、従来の成果と比較して、 

① 安定性のみならず適切性についても評価 
② センサス局法のみならず DECOMP、TRAMO-SEATSも対象 
③ 安定性については年１回改定する場合のほかに毎月改定する場合も含めて検討 
という点に特徴がある。 
 これらは、統計局が公表している時系列データについて最近までの結果を踏まえて検討したもの

であるが、安定性や最適性は基本的なモデルの選定方法のみならず原数値の動向にも依存すること

から、今後も系列の変化に伴い実証分析を重ねることが重要である。 
 今回の成果が、統計局の時系列データに対する理解を深め、また今後の各方面の時系列分析の一

助になれば幸いである。 


